


2 

 

記 

 

１ 改正の趣旨 

新型コロナウイルス感染症の疑似症患者については、新型コロナウイルス感染症

を指定感染症として定める等の政令（令和２年政令第 11 号）第３条の規定により、

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114

号。以下「感染症法」という。）における新型コロナウイルス感染症の患者とみな

し、同法に基づく入院措置や就業制限等の措置を講じることが可能とされている。 

また、感染症法上、医師は、新型コロナウイルス感染症を診断した場合に、疑似

症患者を含め直ちに都道府県知事等に届け出なければならないこととされている。 

季節性インフルエンザの流行期には多数の発熱患者が発生することが想定され、

季節性インフルエンザと新型コロナウイルス感染症は臨床的に識別が困難である

ため、新型コロナウイルス感染症の疑似症患者が急激に増加するおそれがある。 

今般、次の季節性インフルエンザの流行期も見据え、新型コロナウイルス感染症

の疑似症患者の届出について、入院症例に限ることとするため、所要の措置を講じ

るものとする。 

 

２ 改正の内容 

  医師が新型コロナウイルス感染症の疑似症の患者を診断し、当該患者について入

院を要しないと認められる場合について、感染症法第 12 条第１項に基づく届出を

不要とすること。 

  従って、新型コロナウイルス感染症の患者を診断した場合は、新型コロナウイル

ス感染者等情報把握・管理支援システム（HER-SYS）への入力により届出を行うこ

ととなっているが、HER-SYS への患者情報等の入力についても、当該患者について

医師が入院を要すると認めた者に限られること。 

  なお、その後、当該患者が新型コロナウイルス感染症と診断された場合には、医

師は、感染症法第 12 条第１項に基づき、陽性患者としての届出を改めて行う必要

があること。一方、当該患者が陰性と診断された場合には、一旦届け出た疑似症患

者としての届出内容を修正し、検査結果を入力すること。 

 

３ 施行期日 

  公布の日（令和２年 10 月 14 日）から施行する。 

 

 


